
 

 

令和６年度 香川県一般会計決算見込みの概要 

 

令和６年度は、総合計画の基本目標に掲げる「人生１００年時代のフロンティア県」の実現に向けて、３

つの基本方針の下、子育て支援・少子化対策や、企業誘致・スタートアップ支援等の産業振興、瀬戸内

海国立公園指定９０周年や大阪・関西万博等を契機とした観光誘客・にぎわいづくりなど１７の重点施策

を推進するとともに、国の補正予算を活用した物価高騰対策、防災・減災対策などに積極的に取り組ん

できました。 

令和６年度決算は、新型コロナウイルス感染症対策や、それに伴う国庫支出金が減少した一方で、法

人業績の改善による法人事業税の増収や消費支出の増加による地方消費税の増収等により県税収入が

過去最高となったほか、最終年度となった県立アリーナ整備や、老朽校舎等改築事業、地震津波対策

事業などの防災・減災対策に取り組んだことから、歳入・歳出ともに３年ぶりに前年度の決算額を上回

りました。 

今後も、「財政運営ビジョン」に沿って財政の持続可能性を確保しつつ、未来への投資を積極的に行

い、「経済と財政の好循環」を生み出し、香川の未来を次の世代につなげていくための各種施策に積極

的に取り組みます。 

１ 決算規模 

・歳入   ５，２１８億５５百万円 

           （５年度 ５，０９２億３２百万円  対前年度比 ＋１２６億２３百万円：＋２．５％） 

・歳出   ５，０２３億２４百万円 

      （５年度 ４，９４４億８７百万円  対前年度比  ＋７８億３７百万円：＋１．６％） 

 

２ 決算収支 

                         （単位：百万円，％） 

区  分 
令和６年度 
決算見込額 

令和５年度 
決 算 額 

増減額 増減率 

歳入総額      Ａ 
 
歳出総額      Ｂ 
 
形式収支      Ｃ（Ａ－Ｂ）
 
繰り越すべき財源  Ｄ 
 
実質収支      Ｅ（Ｃ－Ｄ）

 
521,855 

 
502,324 

 
19,531 

 
11,704 

 
7,827 

 
509,232 

 
494,487 

 
14,745 

 
7,860 

 
6,885 

 
12,623 

 
7,837 

 
4,786 

 
3,844 

 
942 

 
2.5 

 
1.6 

 
32.5 

 
48.9 

 
13.7 

        





歳入の状況

５年度決算見込額
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県税

26.2%(26.1)

地方消費税

清算金9.7%（9.5）

繰入金

2.9%(2.4)
その他

13.3%(13.5)

地方交付税

25.9%(26.1)

国庫支出金

10.3%(12.7)

県債（臨時財政対策

債除く）6.6%(5.3)

臨時財政対策債

0.3%(0.5)

その他

4.8%(3.9)

47.9%

(48.5)

52.1%
(51.5）

歳入総額

5,218億55百万円
(⑤ 5,092億32百万円）

（）内は５年度の数値

歳入

自主財源依存財源



４ 歳出  

（１）目的別経費 教育費、総務費、諸支出金、民生費が増加 

商工費、衛生費が減少 

○教 育 費  １，０３１億４７百万円（対前年度比 ＋１３２億１４百万円：＋１４．７％） 

県立アリーナ整備事業の増加（＋４８億３２百万円） 

退職手当の増加（＋３１億２０百万円） 

老朽校舎等改築事業の増加（＋１２億円） 

○総 務 費  ４０６億７９百万円（対前年度比 ＋４９億２４百万円：＋１３．８％） 

普通交付税追加交付の一部の県債管理基金への積立等による増加（＋２９億３９百万円） 

退職手当の増加（＋１５億２８百万円） 

○諸 支 出 金   ６８４億８０百万円（対前年度比 ＋２２億９０百万円：＋３．５％） 

地方消費税交付金の増加（＋１１億３４百万円） 

株式等譲渡所得割交付金の増加（＋９億５百万円） 

○民 生 費   ７２６億４７百万円（対前年度比 ＋９億７１百万円：＋１．４％） 

後期高齢者医療費の増加（＋５億６８百万円） 

介護給付・訓練等給付・補装具費支給事業の増加（＋５億４１百万円） 

○商 工 費  ４５２億７８百万円（対前年度比 ▲８０億２０百万円：▲１５．０％） 

事業者の未来への投資を応援する総合補助金の減少（▲２３億８２百万円） 

 ※令和６年度の事業費が一部の事務経費を除き令和７年度へ繰越しとなったため 

県内宿泊等促進事業の減少（▲２２億７１百万円） 

新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給事業の減少（▲１１億３４百万円） 

○衛 生 費  １２９億３５百万円（対前年度比 ▲７６億３１百万円：▲３７．１％） 

入院医療機関病床確保事業の減少（▲４１億９３百万円） 

生活基盤施設耐震化等交付金事業の減少（▲７億４２百万円)  

※交付金が県広域水道企業団に直接交付されるようになったため  

入院医療費等助成事業の減少（▲６億３２百万円） 

 
（単位:千円）

６／５ ６／26

% % % ％ ％

議 会 費 1,147,276 0.2 1,154,990 0.2 1,201,715 0.3 99.3 95.5

総 務 費 40,679,421 8.1 35,754,629 7.2 29,860,056 6.9 113.8 136.2

民 生 費 72,647,366 14.5 71,675,553 14.5 57,024,884 13.2 101.4 127.4

衛 生 費 12,934,557 2.6 20,566,502 4.2 19,090,096 4.4 62.9 67.8

労 働 費 1,037,143 0.2 1,012,076 0.2 2,065,679 0.5 102.5 50.2

農林水産業費 20,048,775 4.0 19,205,564 3.9 16,910,681 3.9 104.4 118.6

商 工 費 45,277,848 9.0 53,298,171 10.8 46,833,900 10.8 85.0 96.7

土 木 費 50,363,360 10.0 50,004,374 10.1 40,755,245 9.4 100.7 123.6

警 察 費 25,666,142 5.1 25,368,497 5.1 26,068,431 6.0 101.2 98.5

教 育 費 103,147,259 20.5 89,933,093 18.2 96,143,478 22.2 114.7 107.3

災 害 復 旧 費 244,102 0.1 207,043 0.0 818,213 0.2 117.9 29.8

公 債 費 60,651,073 12.1 60,116,686 12.2 61,524,306 14.2 100.9 98.6

諸 支 出 金 68,480,158 13.6 66,190,206 13.4 34,809,330 8.0 103.5 196.7

合 計 502,324,480 100.0 494,487,384 100.0 433,106,014 100.0 101.6 116.0

対 年 度 比
区 分 ６年度決算見込額 ５ 年 度 決 算 額

26 年 度 決 算 額
（ 10 年 前 ）



目的別経費の状況

教育費

20.5%（18.2）

民生費

14.5%（14.5）
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農林水産業費4.0%（3.9）

衛生費2.6%（4.2）

労働費

0.2%（0.2）
その他

13.9%（13.6）

歳出総額

5,023億24百万円
(⑤4,944億87百万円）
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（２）性質別経費 義務的経費、投資的経費が増加 

その他の経費が減少 

○義務的経費  １，９４０億９４百万円（対前年度比 ＋８２億４８百万円： ＋４．４％） 

人件費の増加（＋８０億３１百万円） 

扶助費の減少（▲ ３億 ７百万円） 

公債費の増加（＋ ５億２４百万円） 

○投資的経費    ７１２億 １百万円（対前年度比 ＋６７億 ８百万円：＋１０．４％） 

普通建設補助事業費（＋ ３億６５百万円） 

普通建設単独事業費（＋５１億３０百万円） 

国直轄事業負担金 （＋１０億 ３百万円） 

○その他の経費 ２，３７０億３０百万円（対前年度比 ▲７１億１９百万円： ▲２．９％） 

物件費の減少 （▲２５億９８百万円） 

補助費等の減少（▲６８億７５百万円） 

    積立金の増加 （＋４０億２１百万円） 

     

    

 

 

義務的経費：法令や性質上、支出が義務付けられており裁量的に減額できない経費で、人件費、扶助費、公債費

があります。公債費は、借り入れた県債の返済額です。義務的経費の割合は、財政の弾力性を示し、

その比率が高いほど財政が硬直化していることを意味します。 

投資的経費：道路等の基盤整備、公共施設の建設、災害復旧費等にあてられるもので、支出効果が長期間に及ぶ

ものです。 

   （単位:千円）

６／５ ６／26

％ ％ ％ ％ ％

194,093,512 38.6 185,845,550 37.6 195,020,040 45.1 104.4 99.5

 123,408,336 24.5 115,377,179 23.3 124,942,661 28.9 107.0 98.8

退職手当を除く人件費 112,821,851 22.4 109,672,696 22.1 113,833,556 26.3 102.9 99.1

退 職 手 当 10,586,485 2.1 5,704,483 1.2 11,109,105 2.6 185.6 95.3

 10,052,603 2.0 10,359,809 2.1 8,588,513 2.0 97.0 117.0

 60,632,573 12.1 60,108,562 12.2 61,488,866 14.2 100.9 98.6

71,201,419 14.2 64,493,185 13.0 52,417,780 12.1 110.4 135.8

 70,957,317 14.2 64,286,142 13.0 51,599,567 11.9 110.4 137.5

 補 助 事 業 費 37,486,138 7.5 37,120,975 7.5 22,476,111 5.2 101.0 166.8

 単 独 事 業 費 29,124,404 5.8 23,994,197 4.8 25,516,969 5.9 121.4 114.1

 国 直 轄 事 業 負 担 金 3,907,070 0.8 2,904,172 0.6 3,274,564 0.7 134.5 119.3

 受 託 事 業 費 439,705 0.1 266,798 0.1 331,923 0.1 164.8 132.5

 244,102 0.0 207,043 0.0 818,213 0.2 117.9 29.8

237,029,549 47.2 244,148,649 49.4 185,668,194 42.8 97.1 127.7

18,840,142 3.8 21,438,326 4.3 20,763,858 4.8 87.9 90.7

7,053,635 1.4 7,551,184 1.5 9,206,266 2.1 93.4 76.6

150,319,055 29.9 157,194,386 31.8 103,803,583 24.0 95.6 144.8

16,697,326 3.3 12,676,502 2.6 9,191,664 2.1 131.7 181.7

500 0.0 0 0.0 22,129 0.0 皆増 2.3

37,620,488 7.5 38,514,369 7.8 39,495,279 9.1 97.7 95.3

6,498,403 1.3 6,773,882 1.4 3,185,415 0.7 95.9 204.0

502,324,480 100.0 494,487,384 100.0 433,106,014 100.0 101.6 116.0

６ 年 度 決 算 見 込 額 ５ 年 度 決 算 額
対 年 度 比26 年 度 決 算 額

（ 10 年 前 ）

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

区 分

投 資 的 経 費

義 務 的 経 費

人 件 費

公 債 費

投 資 及 び 出 資 金

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

積 立 金

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

合 計

貸 付 金

繰 出 金



性質別経費の状況

人件費

24.5% (23.3)

扶助費2.0% (2.1)

公債費

12.1% (12.2）

補助事業

7.5% (7.5)

単独事業

5.8% (4.8)

その他0.9% (0.7)

補助費等

29.9% (31.8)

貸付金

7.5% (7.8)

その他

9.8% (9.8)
義務的経費

38.6% (37.6)

投資的経費

14.2% (13.0)

その他の経費

47.2% (49.4)

歳出総額

5,023億24百万円
(⑤4,944億87百万円）

( )内は５年度の数値
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【参考資料】

26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6
4,427 4,704 4,724 4,651 4,680 4,691 5,211 5,496 5,450 5,092 5,219

県税 1,089 1,224 1,239 1,239 1,243 1,241 1,248 1,299 1,291 1,328 1,368
地方交付税 1,129 1,110 1,114 1,098 1,093 1,124 1,162 1,336 1,297 1,328 1,352
国庫支出金 429 437 449 448 448 474 921 985 1,008 647 535
県債 542 571 561 543 540 526 508 466 295 292 355
その他 1,238 1,362 1,361 1,323 1,357 1,326 1,372 1,410 1,559 1,497 1,609
※端数整理の関係から数値が一致しないことがあります。

26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6
4,331 4,587 4,617 4,564 4,581 4,588 5,073 5,360 5,312 4,945 5,023

義務的経費 1,950 1,957 1,946 1,937 1,934 1,935 1,921 1,924 1,927 1,858 1,941
投資的経費 524 533 619 583 598 639 664 652 591 645 712
その他の経費 1,857 2,097 2,052 2,044 2,048 2,014 2,488 2,784 2,794 2,442 2,370
※端数整理の関係から数値が一致しないことがあります。
※義務的経費・・・人件費、扶助費、公債費の合計

県の財政状況
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３．実質収支及び単年度収支の推移

４．県債残高と基金残高の推移

26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6

県債残高 8,467 8,516 8,547 8,557 8,562 8,544 8,502 8,410 8,142 7,871 7,659

（対前年度増減） (33) (49) (31) (10) (5) (▲ 18) (▲ 42) (▲ 92) (▲ 268) (▲ 271) (▲ 212)

うち臨財債 3,493 3,627 3,692 3,742 3,769 3,752 3,711 3,674 3,501 3,293 3,069

うち通常債 4,974 4,889 4,855 4,815 4,793 4,792 4,791 4,736 4,641 4,578 4,590

（対前年度増減） (▲ 146) (▲ 85) (▲ 34) (▲ 40) (▲ 22) (▲ 1) (▲ 1) (▲ 55) (▲ 95) (▲ 63) (12)

財源対策用基金残高 402 395 373 371 325 276 298 452 468 475 498
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（単位：億円）

26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 6
実質収支 37 74 60 49 42 51 96(62) 67 63 69 78
単年度収支 ▲ 26 37 ▲ 14 ▲ 11 ▲ 7 9 45(11) ▲29(5) ▲ 4 6 9

※( )書きは新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の国への令和３年度返還分を除いた額



単位：億円 単位：千円

H26年度 Ａ R6年度　Ｂ 増減額 B-A H26年度 R6年度

4,427 5,219 792 441 558

県 税 1,089 1,368 279 109 146

使 用 料 及 び 手 数 料 50 57 7 5 6

繰 入 金 125 153 28 12 16

地 方 交 付 税 1,129 1,352 223 113 145

国 庫 支 出 金 429 535 106 43 57

県 債 542 355 ▲ 187 54 38

そ の 他 1,063 1,399 336 105 150

4,331 5,023 692 432 537

人 件 費 1,249 1,234 ▲ 15 125 132

公 債 費 615 606 ▲ 9 61 65

物 件 費 208 188 ▲ 20 21 20

投 資 的 経 費 524 712 188 52 76

補 助 費 等 1,038 1,503 465 103 161

そ の 他 697 780 83 70 83

8,467 7,659 ▲ 808 844 819
(4,974) (4,590) (▲384) (496) (491)

402 498 96 40 53

※県民１人当たり額は、決算額を当該年度の３月３１日現在の香川県の住民基本台帳上の人口で除した数字です。（【H26】1,002,934【R6】935,509）

年 度 末
残 高 状 況

県 債 残 高
（ 臨 財 債 を 除 く 県 債 残 高 ）

財 源 対 策 用 基 金 残 高

５．県民１人当たりの決算額

決　算　額 ※県民1人当たり額

決 算 状 況

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額



 

 

６．引上げ分の地方消費税収が充てられるとされた社会保障４経費 

その他社会保障施策に要する経費 

 

 

（歳入）・引上げ分の地方消費税収 

（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）  14,712百万円 

 

 

（歳出）・引上げ分の地方消費税収（県分）（14,712百万円）の使途 

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費に充当 

    （R6事業費66,687百万円のうち一般財源60,962百万円に充当） 

 

 

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】        【単位：百万円】 

事業名 事業費 

財源内訳   

特定財源 
一般財源 

  

国庫支出金 県債 その他   

少子化 

対策 

障害者福祉事業 705 156 0 3 546   

児童福祉事業 11,683 1,089 0 32 10,562   

母子福祉事業 1,926 46 0 0 1,880   

教育総務事業 207 93 0 0 114   

小計 14,521 1,384 0 35 13,102   

高齢化 

対策 

介護保険事業 15,310 233 0 635 14,442   

高齢者医療事業 17,221 485 0 158 16,578   

小計 32,531 718 0 793 31,020   

医療 

医療事業 2,124 877 0 222 1,025   

国民健康保険事業 8,261 0 0 0 8,261   

病院事業 3,870 0 0 48 3,822   

障害者福祉事業 4,477 971 0 4 3,502   

生活保護扶助事業 903 673 0 0 230  (参考) 

小計 19,635 2,521 0 274 16,840 
引上げ分の 

地方消費税 

合計 66,687 4,623 0 1,102 60,962 14,712 

  


